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課題と論点に対する検討案 

 

事項 課題 論点 検討案 

１．法と条例の 

整合 

・法改正により、届出義務者が施工者から

発注者等に変更された。 

・事前調査の結果を施工者が発注者に書面

で説明する義務が規定された。 

・条例の規定について検討する必要がある。 

１）発注者に主体的な認識を持って

関与させるという法改正の趣旨か

ら、条例も法に合わせるべきか。 

案１） 

・発注者の主体的な関与という観点から、法改正に合わせて届出義務者を施工者から発注者等へ変更する。 

・また、施工者が発注者に書面で事前調査の結果を説明する義務を設けることを規定する。 

・発注者の配慮事項について、法改正により工事費その他特定工事の請負契約に関する事項が規定されたこと

から、条例（対象：石綿含有成形板に限る）においても発注者の配慮事項を規定する。 

 

（資料２－２ 石綿に関する事前調査結果説明書（様式例）） 

 

委員意見（第２回部会時） 

・検討案に書かれている規定を条文に書き込むとすると、チェック等の行政の行為が入り、事前調査の結果を

書面として残しているかどうかが、いざというときにチェックの対象となることを施工者等に意識付けする

ことになる。 

・発注者の配慮事項について、法改正により工事費その他特定工事の請負契約に関する事項が規定されたこと

は、結局、石綿が含まれていると特別にプラスアルファの仕事が増えることからそれを発注者に認識させて

お金も出せということになる。 

・この条項がなければ、事前調査実施者である施工者が石綿の使用を発注者に説明しなかった場合、後で見つ

かったとしても発注者は説明を受けておらず、ないと思って届出をしなかったとなるし、施工者は発注者に

説明する義務がないので黙っていたとなる。今回、届出義務者が発注者に変わることにより、ひとつの説明

義務を負うというのは、そういった言い逃れを抑制するためには必要だ。 

・労安法の情報と法の情報が共有されれば一番メリットがある。義務者が異なることで制度間の調整が必要に

なる。 

・発注者が届出義務者になって施工者が事前調査を実施したときに、その情報が発注者に伝えられなければ、

届出が出ていない場合に、発注者が責任を逃れる可能性があるので、そういう意味では、情報を提供する条

項が盛り込まれることはいいと思う。 

 

資料２ 
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２．事前調査 

・条例では、事前調査の方法として、設計

図書その他の資料の確認、目視、分析と

しか規定されていない。 

・例えば、建築物等の構造上、表面に現れ

ていない建材については、目視では分か

らない。 

 

１）事前調査の方法をどのように規

定するべきか。 

案１） 

・事前調査の方法・事項について、具体化・明確化を図り、事前調査の適否を速やかに判断できるようにすべ

き。 

・例えば、行政が事前調査の方法やチェックポイントなどを示した指針を作成し、公表する。 

・このような指針の作成にあたっての事前調査の考え方、調査結果の記載事項については、以下のような点が

考えられる。 

 

 考え方 

・改正法では事前調査結果について届出書に添付する義務等はないが、届出書に添付（又は届出が不要な場合

は保存）させることにより、速やかに判断できるようにすべき。 

・事前調査の方法は次のとおり。 

⇒明らかに石綿含有建材が付着していない鉄骨、木材等は目視により石綿なしを判断する 

⇒目視で石綿の有無を確認できれば、目視で可とする 

⇒目視では石綿の有無を判別できない建材なら、目視以外の調査をする 

⇒設計図書等資料の有無にかかわらず、改修等により変更されている可能性があるため、表面の板を剥がす

などした上で、照明等で照らしながら内部を確認する 

 

記載事項 

・関係者関係）   発注者、施工者 

 ・建築物関係）   建築物の名称、所在地、延床面積、竣工年月、階数、構造 

・調査実施者関係） 事前調査実施者の氏名、所有している資格、所属、連絡先 

 ・調査結果関係）  石綿含有建築材料の有無、調査日、調査結果の詳細、届出の要否 

・調査対象関係）  建築物の階、部屋、建材部位ごとの石綿の有無、改修の履歴の有無、設計図書又は目視

による調査項目、分析による調査項目 

 

委員意見（個別訪問時） 

・事前調査については、労安法第 28 条第１項の規定により公表することとされている技術上の指針とその解

説本の扱いである「石綿飛散漏洩防止徹底マニュアル」により指導している。 

・事前調査において、目視の際、天井ボードを外して調べるといったところまで細かい規定は定めていない。

解体現場における石綿の状況について、パターンが多いこともあるので、例示の掲載がしにくいのが現実。 
 ・事前調査の項目を様式で定めて提出をさせることは、たとえその様式について拘束力がないとしても、ある

程度効果があるのではないか。細かく書かせることは１つのプレッシャーになると思う。 

・労安法においては、マニュアルの中で事前調査項目について、様式を指導している。 

・届出書に事前調査結果の写しを添付させるとのことだが、善良な業者には厳しくなるだけで、様式について

は工夫が必要。 

・建材を見たら石綿が含まれているかどうかわかるのか。最終的には分析しないといけないのではないか。 

 

（参考資料１ 石綿障害予防規則における事前調査） 

 

委員意見（第２回部会時） 

・解体されるものはかなり時間の経ったものであり、所有者が移転した場合、設計図面等が残っているのか。

昔から持ち主がいて、履歴がはっきりしている建物ならよいが、建築当初の設計図面の事前調査をやれとい

われても、そこでつまづく可能性がある。 

・確実にチェックできる工夫が必要である。 

・資料２－２が事前調査結果の雛形になり、その次の事前調査詳細表についてもチェックする一つの判断にな

るため、現場としてやりやすい。 

・労安法上は石綿飛散漏洩防止対策徹底マニュアルの中では日本アスベスト診断協会の様式を使うよう指導し

ている。両方が少しずつ漏れているのはよくないので調整すべきである。 

・条例で事前調査結果の保存期間を設けてはどうか。 
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１）設計図書その他の資料の確認、

目視、分析以外にどのような方法

があるか。 

 

案１） 

・設計図書その他の資料の確認、目視、分析以外の事前調査の方法・事項については、効率的・効果的かつ現

実的に対応可能な方法はなかなか存在しない。 

・事前調査の適切な実施を担保するために、上記指針に基づくチェックリストのほか、専門家の活用も考えら

れる。例えば、国が検討する調査機関の登録制度が確立するまでは時間がかかるので、石綿に関し、一定の

知見を有し、的確な判断ができる者として、建築や建材に関連する資格を有する者（石綿作業主任者、建築

士等）等、既存の専門家を活用できないか。 

 

委員意見（第２回部会時） 

・測定士の要件として、石綿作業主任者等、建築士等の既存の専門家を活用することについて、労基のマニュ

アルでは、石綿作業主任者やアスベスト診断士等を要するようになっているが、先日、国交省が石綿調査者

という新しい調査制度を創設したと聞いた。 

・この要件を条例に盛り込むのではなく、条例では資格を有するもの等という規定にしておいて、また何かで

主任者とかを定めるという考えか。労基もマニュアルで例示をしているが、条文では十分な知識を有するも

のと規定している。 

 

・事前調査結果の表示について、表示する

項目は石綿の使用の有無及び石綿含有建

材の種類のみである。 

１）事前調査結果の表示内容の充実

を図るべきか。 

案１） 

・事前調査結果の表示については、公衆の見やすい箇所に縦 40cm、横 60cm の掲示板を設置することにより行

うこととされているが、表示の項目は石綿の使用の有無及び石綿含有建材の種類のみであることから、例え

ば、住民の理解を得やすくするため、現場に事前調査結果の写しを備えるようにする。 

 

委員意見（個別訪問時） 

・掲示板をもう少しわかり易くするほうがよい。 

 

（資料２－３ 事前調査結果の表示（様式例）） 

 

委員意見（第２回部会時） 

・現場に事前調査結果の写しを備えて、住民の求めがあれば見せられるように規定すればよいのではないか。 

 

・事前調査が不十分で、石綿含有のおそれ

がある建材が発覚した場合、石綿含有が

判明するまで、作業停止等を行政指導に

より行わざるを得ない。 

１）事前調査を実施していない場合

は勧告制度があるが、事前調査が

不十分である場合は、規制の実効

性を担保する措置はない。 

案１） 

・上記指針などにより、現場で事前調査が不十分であると認められた場合、例えば、事前調査の再実施、作業

の一時停止等を速やかに勧告・命令する行政措置により実効性を担保することを検討する。 

 

委員意見（個別訪問時）） 

・労安法上では、事前調査の不足に対し、業者にきっちりやってくださいという意味の行政指導を行う。職権

で停止させる行政指導ではない。よほど悪質性があれば法的手段をとることもある。 

 

委員意見（第２回部会時） 

・事前調査を実施していない場合の勧告制度であるから、調査したが不十分だった場合にそれ以上の罰をその

まま規定するということはありえない。事前調査を実施していない場合と同等か、あるいはそれよりも緩い

措置というのが考えられる。あるいは、事前調査を実施していない場合の制度をもっと厳しくすることが考

えられる。ただ、少なくとも不十分な場合に規定がないのは、再実施を指導するということでは弱い。少な

くともなんらかの指導であっても規定を設けることがよいのではないか。横並びにするのであれば、勧告す

ることになると思うが、事前調査を実施していない場合にそれで十分であったのかは、検証が必要。 

・勧告も行政指導であるから、条例に何らかの条文を置いたほうがよい。 

・勧告は条例で担保されていれば、より重い措置が担保されているということであるから、口頭の指導は当然

やりやすくなる。 

・事前調査を実施していない場合に準じて、措置を設けることについては合理性がある。一時停止をどうする

かは要検討。 

・事前調査が不十分な場合だけでなく、事前調査を実施していない場合も同様に、その対応をしないと整合性
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が悪い。それを前提とすれば、法には規定が全然ない。そこは府内で違反事例があったことを立法技術でど

こまで担保できるかによる。やるとすれば両方しないといけない。 

 

・法改正により、特定工事に該当しないこ

とが明らかなものは事前調査に係る規定

の適用を受けない（除外規定）。 

・条例には除外規定がないので、法との整

合を検討する必要がある。 

１）法改正により、事前調査に係る

規定の適用を受けない解体等工

事については、事前調査結果の掲

示の義務がないことから、住民に

対する情報提供ができなくなる。 

２）条例でどのように手当てするべ

きか。 

案１） 

・住民に対する安全・安心の確保の観点から、全ての解体工事において事前調査を行わせ、その結果を表示さ

せるという条例（対象：全ての建築材料）の規定は従前どおりとする。 

・法で事前調査の実施が除外された工事であっても、除外された工事であることを条例（対象：全ての建築材

料）の掲示項目として位置付ける。 

 

（資料２－３ 事前調査結果の表示（様式例）） 

 

委員意見（第２回部会時） 

・除外されているものについて調査させることと、除外されている工事であることを表示させることは別物で

ある。 

・除外工事であるという掲示は、あったほうがいい。 

・調査結果の掲示について、労安法は労働者の法律なので、基本的には見やすいところに掲示するようになっ

ている。指針では周辺住民の見やすい位置にも掲示するということで、一定の調査結果の様式を示している。

環境もあくまで案として示されているので、担当部署間で調整すべき。労基ではサイズの規定がないが、40

×60cmを２枚張らないといけないというのは負担になるので配慮が必要である。 

 

３．大気濃度 

測定 

・国では、作業基準の一環として大気濃度

測定の義務付けを検討している（省令改

正）。 

・条例では、敷地境界における規制基準と

測定義務を規定している。 

・条例における測定のあり方を検討する必

要がある。 

（省令改正を見定めて今後検討す

る。） 

案１） 

・周辺の住民の健康影響と作業基準の実施状況を確認するため、従前どおり条例で敷地境界における測定義務

を課す。 

 

委員意見（個別訪問時） 

・改正法の作業基準で排出口基準が定められた場合、条例で敷地境界基準を残せば厳しくなるが、リスク管理

の観点から必要である。 

・測定方向によって石綿濃度は変動するので、従前どおり４箇所測定する必要がある。 

・府はクロスチェックの意味でフォローしている。それを継続していくべき。 

 

（参考資料２ 石綿飛散防止専門委員会関係資料（抜粋）） 

 

委員意見（第２回部会時） 

 ・例えば、排出口基準が決まったとして、万一、排出口で石綿濃度が多めに出た場合、実際に周辺にはどうだ

ったかを後から聞かれても、10ｍ離れているから大丈夫でしょう、ということになる。排出口と敷地境界で

測定しておくことで、要は万一、排出口で超えていても、周辺住民の方にはそれほど心配ないという濃度で

したと言える。せっかく条例で、今まで敷地境界で規制してきたので是非残して頂きたい。 

・測定義務というのは、元来は施工者側が自主測定をするべきという意味で、その部分は条例にそのまま残す

べきである。 
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４. 立入検査 ・法改正により、特定工事の現場のみなら

ず解体等工事の現場に立入検査ができる

よう範囲が拡大されたものの、施工者及

び発注者の事務所に立入検査ができな

い。 

・条例では、解体現場及び施工者の事務所

に立入検査ができる。 

・条例で発注者の事務所へ立入検査の拡大

を図る必要がある。 

１）条例では、事前調査結果等を確

認するため、施工者の事務所に立

入検査ができるが、発注者の事務

所も、届出内容について確認する

ための立入検査の対象とするべき

か。 

２）また、届出義務者を発注者とし

た場合の施工者の事務所への立入

検査の位置付けをどうするべき

か。 

案１） 

・事前調査結果を施工者が発注者等に書面で説明する義務が規定されたことから、事前調査結果を確認するた

め、従前どおり、条例により施工者の事務所に立入検査ができるとする。 

 ・また、事前調査結果の説明書類を確認するため、新たに発注者の事務所に立入検査ができるよう規定する。 

 

（参考）報告徴収と立入検査の適用範囲 

 

委員意見（個別訪問時） 

 ・労安法では、施工者の事務所へ立ち入りを行い、帳簿や関係書類を見ることは可能であり、条例の規定は問

題ない。 

 ・発注者には届出義務者としての責務、施工者には事前調査の実施義務者としての責務があることから、どち

らの事務所にも立入検査ができるようにしておくことは必要。 
 

（資料２－４ 解体作業、解体等工事、特定工事の関係） 

 

委員意見（第２回部会時） 

 ・今までは発注しているところに立ち入れなかったが、今回は発注者の事務所を追記しておかないと、解体現

場に立入して書類を見せるよう言った場合で、発注者の事務所にあるので勝手に見に行くよう言われた時に

見に行けない。 

 ・ここに書かれていることで十分だ。必要なことはカバーされている。これは結局、発注者に届出義務がある、

届出義務が移ったと表裏一体の措置になるわけである。だから、そこをきちっとチェックすることが担保に

なると思う。 

 ・発注者が届出義務者になるので、立入検査の確保という部分で当然だと思う。 

 

 現行法 改正法 現行条例 今後の検討案 

報
告
徴
収 

誰に ・特定工事を施工

する者 
・解体等工事の発注

者若しくは受注

者、自主施工者若

しくは特定工事を

施工する者 

・建築物の解体、改造又は補

修の作業を伴う建設工事を

施工し、又は施工した者 

・特定排出等工事を施工し、

又は施工した者 

・同左 

何を  

 

・特定粉じん排出

等作業の状況等 

・解体等工事に係る

建築物等の状況 

・特定粉じん排出等

作業の状況等 

・事前調査若しくは石綿排出

等作業の実施状況等 

・同左 

立
入
検
査 

どこに ・特定工事の場所 ・解体等工事に係る

建築物等若しくは

解体等工事の現場 

・特定排出等工事の場所 

・建設工事を施工し、又は施

工した者の事務所 

・特定排出等工事を施工し、

又は施工した者の事務所等 

・同左 

・発注者の事務所 

何を ・特定工事に係る

建築物等その他

の物件 

・解体等工事に係る

建築物等その他の

物件 

・事前調査若しくは石綿排出

等作業の実施状況 
・同左 
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５．その他 ・石綿含有成形板が改正法の規制対象にな

っていない。 

１）石綿含有成形板の規制をどうす

るべきか。 

案１）国では平成 25 年度に石綿含有成形板の実態調査、検証・評価を行うこととしている。条例による石綿含

有成形板の規制は従前どおりとする。 

 

委員意見（個別訪問時） 

・石綿含有成形板の規制は必要である。リスク管理の観点から見ると、使っている総量では成形板が圧倒的に多

い。破壊した場合どの程度飛散するかの実験データもある。条例による石綿含有成形板の規制は継続すべきだ。 

 

（参考資料２ 石綿飛散防止専門委員会関係資料（抜粋）） 

・特定粉じんに係る届出施設のうち、石綿

に係る届出施設は府内に現存しないの

に、関連する規定が残っている。 

１）条例の規定を見直すべきか。 

 

案１）石綿に係る届出施設の規定を削除する。 

 

・条例第10条の大気保全対策は、燃焼系の

燃料削減により大気環境保全を図ろうと

するものであり、石綿等による大気汚染

対策は考慮されていない。 

１）石綿に対する施策の充実・強化

が求められていることから、条文

の見直しを行うべきか。 

案１）条例第10条に石綿飛散防止対策を推進する旨の規定を追加する。 

 

（参考）条例の大気汚染防止対策（第10条） 

 

 

 

 

 

 

（大気保全対策の推進） 

第十条 府は、事業者又は府民が、その事業活動又は日常生活において、大気の保全に資するよう自ら廃熱を有効に利

用し、又は未利用エネルギーを活用することを促進するための指針を策定し、その普及及び啓発に努めるものとする。 


